
政策 の

工費・2商工振興費 商工観光課
・チャレンジ起業相談室を通じ20件の起業を実現させる。

事　業　概　要 施策内順位 ・商店街が活性化されるような各種イベントや既存店舗の活性化を支援する。

・商工会議所が行う事業に

資

対する助成 ・チャレンジ起業相談室と連携し空き店舗等の活用を促進するとともに、昨年度から取り組んでいる「みんなの夢AWARDi
2/4・商店会連合会への助成 n小諸」のファイナリスト及び勉強会参加者が市内で

源

起業できるよう支援する。

・空き店舗の活用促進 ・店舗誘致事業に取り組み１件の誘致を実現させる。 
市長公約事項

・起業への支援

活
動
指
標

指　標　名 単

事

　位 平成31年度 平成

　

32年度 平成33年度

務

無 中小企業振興審議会

を

　

の開催
回 2 2 2

投
入
指

事

標

平成31年度 平成3

　

2年度 平成33年度 チ

業

ャレンジ起業相談室を

　

通じた起業数
件 20 2

名

0 20
年度別事業費 2

新

9,808 千円 30,

規

898 千円 30,89

・

8 千円
特
定
財
源

国・県

継

支出金 0 千円 0 千円 0

有

続

千円 特　記　事　項

地

雇

 　方 　債 0 千円 0

用

千円 0 千円

そ 　の 

の

　他 0 千円 0 千円 0 千

促

円

一　般　財　源 29

進

,808 千円 30,8

と

98 千円 30,898

勤

千円

労者

効

の福利増

事　務　事　業　名

進

新規・継続 融資あっせ

を

ん及び融資保証料の補

図

給を行い、中小企業者

る

の経営安定を図る

目　

。

　的
制度融資事業 継続

目

会計・款・項・目 所　

活

　

　管　　課 平  成 

　

 31  年  度 

的

 の  目  標

・中

労

小企業にとって利用し

働

やすく効果的な融資制

振

度とするため、各金融

興

機関の担当者の意見や

事

経営相談員との連携を

業

図る
一般・7商工費・

継

1商工費・2商工振興

用

続

費 商工観光課
。また、

会

次年度の融資制度につ

計

いて検討するために、

・

年度末に融資あっせん

款

委員会を開催する。

事

・

　業　概　要 施策内順

項

位

・中小企業者に対す

・

る制度融資の実施
4/

目

4

市長公約事項

活
動
指

所

標

指　標　名 単　位 平

し

　

成31年度 平成32年

　

度 平成33年度

無 融資

管

あっせん委員会の開催

　

回 1 1 1

投
入
指
標

平成

　

31年度 平成32年度

課

平成33年度 市制度融

平

資実績
千円 300,0

 

00 300,000 3

 

00,000
年度別事

成

業費 524,013 千

、

 

円 519,613 千円

 

519,613 千円
特

3

定
財
源

国・県支出金 0

1

千円 0 千円 0 千円 特　

 

記　事　項

地 　方 

 

　債 0 千円 0 千円 0 千

年

円

そ 　の 　他 50

 

2,500 千円 502

 

,500 千円 502,

度

500 千円

一　般　財

４ 活

 

　源 21,513 千円

 

17,113 千円 17

の

,113 千円

  目  標

・

気

例年行っている小諸北

あ

佐久勤労者互助会への

る

加入促進と加入者の福

豊

利厚生事業の更なる向

か

上を目指す。
一般・5

な

労働費・1労働費・1

ま

労働諸費 商工観光課
・

ち

労政審議会の開催に加

施

え、地域振興局に配置

地

策

されている「女性就業

４

相談員」及びジョブカ

－

フェ信州と連携し、子

２

育て期

事　業　概　要

既

施策内順位 の女性や若

存

年者に対して就業相談

企

会等の周知を図る。

・

業

雇用促進や就労支援の

や

ための就職相談会、事

新

業所視察会等の実施 ・

域

規

小諸市の企業を高校生

起

に知ってもらうために

業

、佐久地域の高校と連

者

携し情報提供を図る。

へ

3/4・勤労者の福利

の

増進のため生活資金融

支

資制度の実施

・勤労者

援

の福利増進のための事

と

業支援
市長公約事項

、

活
動
指
標

指　標　名 単

の

企

　位 平成31年度 平成

業

32年度 平成33年度

誘

無 労政審議会の開催
回

致

1 1 1

投
入
指
標

平成3

を

1年度 平成32年度 平

推

成33年度

年度別事業

進

費 81,914 千円 8

し

2,021 千円 82,

、

021 千円
特
定
財
源

国

働

・県支出金 0 千円 0 千

宝

く

円 0 千円 特　記　事　

場

項

地 　方 　債 0 千

を

円 0 千円 0 千円 ・小諸

創

・北佐久勤労者互助会

出

として、立科町、御代

し

田町、軽井沢町の会員

ま

数の増加についても、

す

各町の事務局担当課を通

そ 　の 　他 80,121 千円 80,0

、

00 千円 80,000 千円 じて引き続き働きかけを行っていく。

一　般　財　源 1,793 千円 2,021 千円 2,021 千円

地

事　務　事　業　名 新規・継続 商工会議所が実施する経営指導、起業相談に助成を行い、商工業の振興を図る。

目　　的 商店街の活性化により中心市街地の賑いを創出する。
商工業総合振

域

興事業 継続

会計・款・項・目 所　　管　　課 平  成  31  年  度  の  目  標

・小諸市の商工業の振興や課題解決のため中小企業振興審議会を開催し、振興策について議論を進める。
一般・7商工費・1商



政策 の資源

事　務

を

　事　業　名 新規・継

有

続 市民の生活基盤とな

効

る雇用の場の確保と商

活

工業の振興・発展のた

用

め、企業の新規誘致及

し

び既存企業の支援を行

、

目　　的 う。
企業立地

４ 活

推進事業 継続

会計・款

気

・項・目 所　　管　　

あ

課

る

年  度  の  

豊

目  標

・企業のニーズに合わせた形での現実的で効率的な産業団地

かなま

の確保に努めるととも

ち

に民間の空土地を活用

施

し企業誘致を
一般

地

策

・7商工費・1商工費

４

・2商工振興費 商工観

－

光課
進める。

事　業　概　

２

要 施策内順位 ・テレワ

既

ークの実施に向けた具

存

体的な方法等を検討す

企

る。

・新規企業の誘致

業

・経済産業省及びジェ

や

トロ（日本貿易振興機

新

構）の支援による「地

域

規

域への対日直接投資サ

起

ポートプログラム」を

業

活用し、
1/4・既存

者

企業の支援 外国企業も

へ

含めた企業誘致を行う

の

。

・産業団地に関する

支

こと ・第三セクター等

援

経営健全化方針に基づ

と

き土地開発公社の経営

、

の健全化に向けた取り

の

企

組みを進める。 
市長

業

公約事項

活
動
指
標

指

誘

　標　名 単　位 平成3

致

1年度 平成32年度 平

を

成33年度

一部

推

企業相談訪問件数

件

投
入
指
標

平成

進

31年度 平成32年度

し

平成33年度

企業支援

、

助成金交付件数

件

50

働

50

年度別事業費 20

宝

く

9,582 千円 160

場

,236 千円 122,

を

710 千円
特
定
財
源

国

創

・県支出金 0 千円 0 千

出

円 0 千円

し

地 　方 　債 0 千

ま

円 0 千円 0 千円 平成3

す

特　記　事　項

1年度から活動指標を「企業立地件数」から「企業相談訪問件数」

、

に変更

そ 　の 　他 167,000 千円 0 千円 0 千円

一　般　財　源 42,582 千円 160,236 千円 122,710 千円

地域

50

120 120 120



政策 の

事　務　事　業　名

資

新規・継続

投
入
指
標

平

源

成31年度 平成32年

を

度 平成33年度

年度別

有

事業費 86,739 千

効

円 86,739 千円 8

活

6,739 千円
商工総

用

務費給与費 継続
特
定
財

し

源

国・県支出金 0 千円

、

0 千円 0 千円

会計・款

４ 活

・項・目 所　　管　　

気

課 地 　方 　債 0 千

あ

円 0 千円 0 千円

そ 　

る

の 　他 0 千円 0 千円

豊

0 千円
一般・7商工費

か

・1商工費・1商工総

な

務費 商工観光課
一　般

ま

　財　源 86,739

ち

千円 86,739 千円

施

86,739 千円

地

策 ４－２ 既存企業や新

域

規起業者への支援と、

の

企業誘致を推進し、働

宝

く場を創出します

、地域
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